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連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきましては，法令及び当社定款第17 

条の規定に基づき，インターネット上の当社ホームページ（http://www.shimz.co.jp/）に掲載すること 

により，株主の皆様に提供しております。 
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連 結 注 記 表 
 
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) 連結の範囲 

すべての子会社（62社）を連結している。 

主要な連結子会社 ･･････････････ 清水総合開発(株)，(株)東京鐵骨橋梁，第一設備工業(株)， 

 (株)ミルックス，(株)エスシー・マシーナリ， 

 (株)シミズ・ビルライフケア 

なお，当連結会計年度から子会社となった３社を連結の範囲に含めている。また，子会社でなくなった１社を連結

の範囲に含めていない。 

(2) 持分法の適用 

すべての関連会社（12社）に対する投資について，持分法を適用している。 

主要な関連会社 ････････････････ 日本道路(株) 

なお，当連結会計年度から関連会社でなくなった１社は持分法を適用していない。 

(3) 連結子会社の事業年度等 

連結子会社のうち在外子会社13社及び国内子会社２社の決算日は12月31日，国内子会社１社の決算日は３月26日で

あり，連結計算書類の作成にあたっては，同決算日現在の計算書類を使用している。ただし，これらの子会社の決算

日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については，連結上必要な調整を行っている。 

上記以外の連結子会社の事業年度は，当社と同一である。 

(4) 会計方針 

①重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 

満期保有目的の債券 ････････ 償却原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの ･･････････ 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により 

処理し，売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの ･･････････ 移動平均法による原価法 

ロ．たな卸資産 

販売用不動産 ･･････････････ 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの  

方法により算定） 

未成工事支出金 ････････････ 個別法による原価法 

開発事業支出金 ････････････ 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの  

方法により算定） 

ＰＦＩ事業等たな卸資産･････ 個別法による原価法又は移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の 

低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

②重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 ････････････････ リース資産を除き定率法（一部の連結子会社は定額法） 

③重要な引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 ･･････････････････ 債権の貸倒れによる損失に備えるため，一般債権については過去の実績による

必要額，貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に見積りした必要額

を計上している。 
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ロ．完成工事補償引当金 ･･････････ 完成工事に係る責任補修費用に備えるため，過去の実績による必要額を計上 

している。 

ハ．工事損失引当金 ･･････････････ 手持工事に係る将来の工事損失に備えるため，損失見込額を計上している。 

ニ．役員賞与引当金 ･･････････････ 役員の賞与支給に備えるため，支給見込額を計上している。 

④完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を，その他の  

工事については工事完成基準を適用している。なお，工事進行基準を適用する工事の当連結会計年度末における工事

進捗度の見積りは，原価比例法によっている。 

⑤退職給付に係る負債の計上基準 ････ 退職給付に係る負債は，従業員の退職給付に備えるため，当連結会計年度末に 

おける見込額に基づき，退職給付債務から年金資産を控除した額を計上して  

いる。 

⑥のれんの償却方法及び償却期間 ････ のれんは発生年度以降，原則として５年間で均等償却している。 

⑦消費税等の会計処理 ･･････････････ 消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。 

 

２．連結貸借対照表関係 

(1) 担保に供している資産 

①関係会社等の借入金の担保に供している資産 

 投 資 有 価 証 券 125百万円 

 投資その他の資産「その他」 78百万円 

  計 203百万円 

 

②ノンリコース借入金43,532百万円の担保に供している

ＰＦＩ事業を営む連結子会社の事業資産の額 49,560百万円

 

(2) ノンリコース社債15,600百万円に対応する 

開発事業を営む連結子会社の事業資産の額 20,987百万円 

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 133,628百万円 

(4) 保証債務  

従業員の住宅取得資金借入に対する保証額 147百万円 

(5) 土地の再評価 

「土地の再評価に関する法律」に基づき，事業用土地の再評価を行っている。 

 再 評 価 の 方 法 「土地の再評価に関する法律施行令」第２条第３号に定める固定資産税評価額に合理的な

調整を行って算定する方法 

 再 評 価 実 施 日 平成14年３月31日 

(6) 工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額 

    損失が見込まれる工事に係る未成工事支出金と工事損失引当金は，相殺せずに両建てで表示している。 

    損失の発生が見込まれる工事に係る未成工事支出金のうち，工事損失引当金に対応する額 

                                     416百万円 
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３．連結損益計算書関係 

(1) 工事進行基準による完成工事高 1,220,677百万円 

(2) 売上原価のうち工事損失引当金繰入額 2,688百万円 

(3) 売上原価に含まれるたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額   324百万円 

(4) 研究開発費の総額 10,129百万円 

 

４．連結株主資本等変動計算書関係 

(1) 当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び数 

普通株式 788,514,613株 

(2) 剰余金の配当 

①当連結会計年度中に行った剰余金の配当 

決  議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額 
基 準 日 効力発生日 

平成28年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 8,645百万円 (注)11円 平成28年３月31日 平成28年６月30日 

平成28年11月８日 

取締役会 
普通株式 3,929百万円     ５円 平成28年９月30日 平成28年12月２日 

(注)１株当たり配当額11円には特別配当６円が含まれている。 

②当連結会計年度末日後に行う剰余金の配当のうち，基準日が当連結会計年度中のもの 

平成29年６月29日開催の定時株主総会において，配当に関する事項を議案とする予定である。 

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり

配当額 
基 準 日 効力発生日 

平成29年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 16,503百万円     21円 平成29年３月31日 平成29年６月30日

(注)１株当たり配当額21円には特別配当16円が含まれている。 

 

５．金融商品関係 

(1) 金融商品の状況 

①金融商品に対する取組方針 

当社グループは，主に銀行借入及び社債の発行により運転資金を調達し，資金運用については，リスクの少ない 

短期的な預金等により運用している。また，デリバティブ取引は，ヘッジ対象となる資産・負債がある場合に限り 

利用し，投機目的では行わない方針である。 

 

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

受取手形・完成工事未収入金等などの営業債権に係る発注者の信用リスクについては，支払条件や取引先の信用 

状況に応じて，適正な管理を行い，リスクの軽減を図っている。 

主に営業政策上の理由から保有している投資有価証券については，当社の利益と取得額，株価変動リスク等を 

総合的に勘案して取得の可否を判断するとともに，毎年，同様の観点から保有意義の見直しを実施している。 

為替や金利等の変動リスクに対しては，金融相場変動リスク管理規程に従い，リスク管理を行っている。 



- 4 - 

 

 

 

 

 

 (2) 金融商品の時価等 

平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額，時価及びこれらの差額については，次のとおりである。 

（単位：百万円） 

資 産 連結貸借対照表計上額  時  価 差  額 

① 現金預金 172,803 172,803 -

② 受取手形･完成工事未収入金等 449,049 449,030 △19

③ 有価証券 143,000 143,000 -

④ 投資有価証券 318,959 318,959 -

負 債 連結貸借対照表計上額  時  価 差  額 

⑤ 支払手形･工事未払金等 390,395 390,395 -

⑥ 短期借入金 121,171 121,171 -

⑦ 社債及び一年内償還予定の社債 65,000 65,665 665

⑧ 転換社債型新株予約権付社債 30,106 32,274 2,167

⑨ ノンリコース社債及び 

一年内償還予定のノンリコース社債 15,600

 

15,600 -

⑩ 長期借入金 64,600 65,462 861

⑪ ノンリコース借入金及び 

一年内返済予定のノンリコース借入金 43,532

 

44,787 1,254

デリバティブ取引(※) 連結貸借対照表計上額  時  価 差  額 

⑫ デリバティブ取引  

ヘッジ会計が適用されているもの (23)  (23) -

(※)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており，合計で正味の債務となる場合については，( )書きで

表示している。 
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(注) 金融商品の時価の算定方法 

①現金預金，③有価証券，⑤支払手形･工事未払金等，⑥短期借入金 

これらは短期間で決済されるため，時価は帳簿価額にほぼ等しいことから，当該帳簿価額によっている。 

②受取手形･完成工事未収入金等 

これらの時価は，一定の期間ごとに区分した債権ごとに，債権額を回収までの期間及び信用リスクを加味した

利率により割り引いて算定する方法によっている。 

④投資有価証券 

これらの時価について，株式は取引所の価格，債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格に 

よっている。なお，非上場株式等（連結貸借対照表計上額40,942百万円）は，時価を把握することが極めて困難

と認められるため，含めていない。 

⑦社債及び一年内償還予定の社債，⑧転換社債型新株予約権付社債 

当社の発行する社債の時価は，市場価格によっている。 

⑨ノンリコース社債及び一年内償還予定のノンリコース社債 

これらは変動金利であり，短期間で市場金利を反映しているため，時価は帳簿価額と近似していることから， 

     当該帳簿価額によっている。 

⑩長期借入金，⑪ノンリコース借入金及び一年内返済予定のノンリコース借入金 

これらの時価については，元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定

する方法によっている。なお，一部の長期借入金・ノンリコース借入金については，金利スワップの特例処理の

対象としており，当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を，同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いて算定する方法によっている。 

⑫デリバティブ取引 

これらの時価は，取引金融機関から提示された価格によっている。 

 

６．賃貸等不動産関係 

(1) 賃貸等不動産の状況 

当社及び一部の子会社では，東京などの全国主要都市を中心に，賃貸用のオフィスビル，住宅などを所有している。 

(2) 賃貸等不動産の時価等 

連結貸借対照表計上額   123,070百万円 

時価           201,812百万円 

(注)１.連結貸借対照表計上額は，取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。 

２.当連結会計年度末の時価は，主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額又は 

社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価に基づく金額である。 

 

７．１株当たり情報 

(1) １株当たり純資産額 728円78銭 

(2) １株当たり当期純利益 126円11銭 

 

８．その他 

   連結貸借対照表，連結損益計算書，連結株主資本等変動計算書及び連結注記表における記載金額は，百万円未満を

切捨て表示している。 

以 上 
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個 別 注 記 表 
 

１．重要な会計方針 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 ････････････ 償却原価法 

子会社株式及び関連会社株式 ････  移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの ･･････････････  期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し，売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの ･･････････････  移動平均法による原価法 

②たな卸資産 

販売用不動産 ･･････････････････   個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの  

方法により算定） 

未成工事支出金 ････････････････  個別法による原価法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 ････････････････････  定率法（リース資産は定額法） 

②無形固定資産 ････････････････････  定額法 

③長期前払費用 ････････････････････  定額法 

 

(3) 引当金の計上基準 

①貸倒引当金 ･･････････････････････  債権の貸倒れによる損失に備えるため，一般債権については過去の実績による

必要額，貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に見積りした必要額

を計上している。 

②完成工事補償引当金 ･･････････････  完成工事に係る責任補修費用に備えるため，過去の実績による必要額を計上  

している。 

③工事損失引当金 ･･････････････････  手持工事に係る将来の工事損失に備えるため，損失見込額を計上している。 

④役員賞与引当金 ･･････････････････ 役員の賞与支給に備えるため，支給見込額を計上している。  

⑤退職給付引当金 ･･････････････････  従業員の退職給付に備えるため，当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上している。  

 

(4) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を，その他の工事に

ついては工事完成基準を適用している。なお，工事進行基準を適用する工事の当事業年度末における工事進捗度の 

見積りは，原価比例法によっている。 

 

(5) 消費税等の会計処理 ･･････････････ 消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。 
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２．貸借対照表関係 

(1) 担保に供している資産 

  関係会社等の借入金の担保に供している資産 

 流 動 資 産 「 そ の 他 」 24百万円

 関 係 会 社 株 式 440百万円

 長 期 貸 付 金 3,022百万円

 計 3,486百万円

(2) 金融取引として会計処理した資産及び負債 

   「特別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」(日本公認会計士協会  

会計制度委員会報告第15号)に基づき，金融取引として会計処理した資産及び負債 

 建 物 ・ 構 築 物 13,058百万円

 機 械 ・ 運 搬 具 275百万円

 工 具 器 具 ・ 備 品 20百万円

 預 り 金 13,653百万円

(3) 有形固定資産の減価償却累計額 79,402百万円 

 

(4) 保証債務  

従業員の住宅取得資金借入に対する保証額 146百万円 

 

(5) 関係会社に対する金銭債権・債務 

関係会社に対する短期金銭債権 6,975百万円 

関係会社に対する長期金銭債権 5,278百万円 

関係会社に対する短期金銭債務 41,213百万円 

関係会社に対する長期金銭債務 510百万円 

 

(6) 土地の再評価 

「土地の再評価に関する法律」に基づき，事業用土地の再評価を行っている。 

 再評価の方法 「土地の再評価に関する法律施行令」第２条第３号に定める固定資産税評価額に合理的な

調整を行って算定する方法 

 再評価実施日 平成14年３月31日 

 

(7) 工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額 

損失が見込まれる工事に係る未成工事支出金と工事損失引当金は，相殺せずに両建てで表示している。 

 損失の発生が見込まれる工事に係る未成工事支出金のうち，工事損失引当金に対応する額 
  416百万円
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３．損益計算書関係 

(1) 工事進行基準による完成工事高 1,122,416百万円 

(2) 売上高のうち関係会社に対する部分 9,437百万円 

(3) 売上原価のうち関係会社からの仕入高 104,131百万円 

(4) 売上原価のうち工事損失引当金繰入額 2,208百万円 

(5) 関係会社との営業取引以外の取引高 1,170百万円 

(6) 研究開発費の総額 9,933百万円 

 

４．株主資本等変動計算書関係 

当事業年度末日における自己株式の種類及び数 

普通株式 2,610,622株 

 

５．税効果会計 

繰延税金資産の発生の主な原因は，引当金超過額，資産評価損に起因する将来減算一時差異によるものである。また，

繰延税金負債の発生の主な原因は，その他有価証券の評価差額である。 

 

 

６．関連当事者との取引 

子会社 

(1)取引の内容 

種 類 会社等の名称 

資本金又は 

出資金 

（百万円） 

事業の

内容又は

職業 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（百万円）
科 目

期末残高

（百万円）

子会社 
シミズ・ 

ファイナンス(株) 
2,000  貸金業 直接 100％

役員の兼任，

資金の預り等
資金の預り 119,100 預り金 17,000

(2)取引条件及び取引条件の決定方針 

資金の預りに伴う利息は，市場金利を勘案して合理的に決定している。 

 

７．１株当たり情報 

(1) １株当たり純資産額 613円15銭 

(2) １株当たり当期純利益 109円45銭 

 

８．その他 

貸借対照表，損益計算書，株主資本等変動計算書及び個別注記表における記載金額は，百万円未満を切捨て表示して 

いる。 

以 上 


